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７月１０日（金）まで

７月３１日（金）まで

７月中の市町村条例で
定める日まで

①　源泉所得税および特別徴収住民税の納付（令和２年６月分）

②　法人の確定申告、納付、延納の届出（令和２年５月分）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税（法人事業所税）・法人住民税

③　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長法人（令和２年４月期）
２カ月延長法人（令和２年３月期）
④　消費税確定申告（１カ月ごと）（５月期）
⑤　消費税確定申告（３カ月ごと）（２月、５月、８月、１１月期）
⑥　法人の中間申告（半期・１１月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税

⑦　法人消費税の中間申告納付
直前期年税額４，８００万円超のとき　１カ月ごと（５月期を除く）
直前期年税額４００万円超のとき　３カ月ごと（２月、８月、１１月期）

⑧　固定資産税（都市計画税）第２期分の納付

①　源泉所得税には復興特別所得
税の額を含む。

②～⑦　法人の事業年度（課税期
間）の終了日は各月末日とする。

④、⑤　消費税課税期間の短縮特
例は適用後２年間継続が要件で
ある。

今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

改
正
収
益
認
識
基
準
等
の
公
表
に
伴

う
改
正
財
規
等
、公
表
─
金
融
庁

会　
　
計

去
る
６
月
12
日
、
金
融
庁
は
「
財

務
諸
表
等
の
用
語
、
様
式
及
び
作
成

方
法
に
関
す
る
規
則
等
の
一
部
を
改
正

す
る
内
閣
府
令
」
等
を
公
表
し
た
。
今

年
３
月
31
日
に
公
表
さ
れ
た
改
正
収
益

認
識
基
準
、
見
積
り
開
示
基
準
、
会

計
方
針
開
示
等
会
計
基
準
に
対
応
し

た
も
の
。
公
布
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
。

今
回
の
改
正
で
は
、
財
規
、
連
結

財
規
、
中
間
（
連
結
）
財
規
、
四
半
期

（
連
結
）
財
規
お
よ
び
そ
れ
ぞ
れ
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
改
正
さ
れ
て
い
る
。

財
規財

規
に
お
け
る
主
な
改
正
点
は
次

の
と
お
り
。

・重
要
な
会
計
方
針
の
注
記
に
つ
い
て
、

「
財
務
諸
表
作
成
の
た
め
の
基
礎

と
な
る
事
項
で
あ
つ
て
、
投
資
者

そ
の
他
の
財
務
諸
表
の
利
用
者
の

理
解
に
資
す
る
も
の
を
注
記
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
」
こ
と
を
明
記
。

・「
重
要
な
会
計
上
の
見
積
り
に
関
す

る
注
記
」
の
追
加
。

・
収
益
認
識
に
関
す
る
注
記
に
つ
い

て
、「
顧
客
と
の
契
約
か
ら
生
じ
る

収
益
及
び
当
該
契
約
か
ら
生
じ
る

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
性
質
、

金
額
、
時
期
及
び
不
確
実
性
に
影

響
を
及
ぼ
す
主
要
な
要
因
に
基
づ

く
区
分
に
当
該
収
益
を
分
解
し
た

情
報
」
等
の
注
記
す
べ
き
情
報
の

追
加
。

・
流
動
資
産
の
範
囲
に
属
す
る
受
取
手

形
に
つ
い
て
、
顧
客
と
の
契
約
に
基

づ
く
財
貨
の
交
付
ま
た
は
役
務
の

提
供
の
対
価
と
し
て
当
該
顧
客
か

ら
支
払
を
受
け
る
権
利
そ
の
他
の

通
常
の
取
引
に
基
づ
い
て
発
生
し

た
手
形
債
権
で
あ
る
旨
を
明
記
。

・
流
動
資
産
の
範
囲
に
つ
い
て
、
契

約
資
産
を
追
加
。
同
様
に
、
流
動

負
債
に
契
約
負
債
を
追
加
。

・
棚
卸
資
産
お
よ
び
工
事
損
失
引
当

金
の
表
示
に
つ
い
て
、
同
一
の
工

事
契
約
に
係
る
棚
卸
資
産
お
よ
び

工
事
損
失
引
当
金
が
あ
る
場
合
の

注
記
事
項
を
明
記
。

・
売
上
高
の
表
示
方
法
に
つ
い
て
、

顧
客
と
の
契
約
か
ら
生
じ
る
収
益

お
よ
び
そ
れ
以
外
の
収
益
に
区
分

し
て
記
載
す
る
旨
の
明
記
。

ま
た
、
貸
借
対
照
表
の
様
式
上
、

流
動
資
産
の「
売
掛
金
」の
次
に「
契

約
資
産
」、
流
動
負
債
の
「
未
払
法

人
税
等
」
の
次
に
「
契
約
負
債
」
を

表
示
す
る
。

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

重
要
な
会
計
方
針
等
に
関
す
る
規

定
が
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
整
理
さ
れ
て

い
る
。
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
。

・
重
要
な
会
計
方
針
の
記
載
に
際
し
、

財
務
諸
表
の
利
用
者
が
財
務
諸
表

作
成
の
た
め
の
基
礎
と
な
る
事
項

を
理
解
す
る
た
め
に
、
財
務
諸
表

提
出
会
社
が
採
用
し
た
会
計
処
理

の
原
則
お
よ
び
手
続
の
概
要
を
開

示
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
う
え

で
、
記
載
内
容
お
よ
び
記
載
方
法

が
適
切
か
ど
う
か
を
判
断
し
て
記

載
す
る
旨
の
明
記
。

・「
有
価
証
券
の
評
価
基
準
及
び
評
価

方
法
」
等
、
重
要
な
会
計
方
針
の

具
体
例
。

・
有
価
証
券
や
棚
卸
資
産
の
評
価
方

法
等
、
重
要
な
会
計
方
針
の
記
載

に
あ
た
っ
て
の
留
意
事
項
。

適
用
時
期

会
計
方
針
の
注
記
等
に
つ
い
て
は

２
０
２
１
年
３
月
31
日
以
後
終
了
年

度
に
係
る
財
務
諸
表
等
か
ら
、
収
益

認
識
に
関
す
る
注
記
等
に
つ
い
て
は

２
０
２
１
年
４
月
１
日
以
後
開
始
年

度
に
係
る
財
務
諸
表
等
か
ら
適
用
さ

れ
る
。
い
ず
れ
も
早
期
適
用
が
可
能

で
あ
る
。
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Ａ
Ｐ
Ｉ
と
い
う
言
葉
を
聞
い
た
こ
と

が
あ
る
人
は
ほ
と
ん
ど
い
な
い
だ
ろ

う
。
暗
号
通
貨
取
引
を
行
っ
て
い
る

人
な
ら
ば
、
必
ず
耳
に
し
た
こ
と
が

あ
る
だ
ろ
う
し
、
実
際
に
Ａ
Ｐ
Ｉ
を

利
用
し
て
い
る
人
は
少
な
か
ら
ず
い

る
。
世
界
中
の
暗
号
通
貨
取
引
所
で

は
、株
の
取
引
と
同
様
に
、コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
ー
を
使
っ
た
売
買
が
主
流
で
あ
る
。

こ
こ
で
い
う「
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
を
使
っ

た
取
引
」
と
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
取
引

の
こ
と
を
い
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
。

自
前
の
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
（
自
分
で

考
え
た
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
を
プ
ロ
グ
ラ
ミ

ン
グ
し
て
実
行
す
る
シ
ス
テ
ム
）
で
注

文
を
出
す
こ
と
を
指
す
。
暗
号
通
貨

取
引
に
関
し
て
は
、
こ
の
対
応
が
進

ん
で
い
て
、ほ
と
ん
ど
の
取
引
所
で
は
、

す
べ
て
の
ユ
ー
ザ
ー
が
独
自
に
プ
ロ
グ

ラ
ミ
ン
グ
を
行
い
自
動
発
注
す
る
こ

と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

ユ
ー
ザ
ー
は
、
取
引
所
が
公

開
す
る
Ａ
Ｐ
Ｉ(application 

program
m

ing interface)

の
エ

ン
ド
ポ
イ
ン
ト
（
取
引
所
の
サ
ー
バ
ー

の
ア
ク
セ
ス
ポ
イ
ン
ト
）
に
ア
ク
セ
ス

す
る
こ
と
で
、
容
易
に
取
引
所
の
サ
ー

バ
ー
に
ア
ク
セ
ス
す
る
こ
と
が
で
き

る
。Ａ

Ｐ
Ｉ
の
エ
ン
ド
ポ
イ
ン
ト
に
ア
ク

セ
ス
す
れ
ば
、
具
体
的
に
は
価
格
情

報
や
自
分
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
情
報
を
取

り
込
む
こ
と
が
手
軽
に
で
き
る
。
さ

ら
に
、
取
引
所
に
自
分
の
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
ー
か
ら
発
注
す
る
こ
と
も
で
き
る
。

こ
の
よ
う
に
取
引
所
が
Ａ
Ｐ
Ｉ
を
用
意

し
て
く
れ
れ
ば
、
ユ
ー
ザ
ー
は
好
き

な
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
を
走
ら
せ
る
こ
と
が

で
き
る
。
と
は
い
う
も
の
の
、
Ａ
Ｐ
Ｉ

の
ア
ク
セ
ス
回
数
に
は
制
限
が
あ
る
の

で
、
頻
繁
な
ア
ク
セ
ス
を
す
る
こ
と

は
許
さ
れ
て
い
な
い
。
ユ
ー
ザ
ー
の
頻

繁
な
ア
ク
セ
ス
は
取
引
所
の
ホ
ス
ト

サ
ー
バ
ー
に
と
っ
て
は
大
き
な
負
荷
と

な
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
自

動
売
買
を
行
う
に
は
、
リ
ア
ル
タ
イ

ム
で
の
価
格
が
取
れ
な
い
と
い
う
大
き

な
問
題
が
あ
っ
た
。
た
と
え
ば
、
ア

ク
セ
ス
制
限
が
１
秒
に
１
回
で
あ
る

と
す
る
と
、
１
秒
ご
と
に
し
か
価
格

を
知
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
に
な
る

が
、
実
際
に
は
、
発
注・キ
ャ
ン
セ
ル・

約
定
確
認
の
ア
ク
セ
ス
が
必
要
に
な

る
の
で
、
１
秒
に
１
回
の
価
格
情
報

を
取
得
す
る
こ
と
は
到
底
で
き
な
い
。

と
こ
ろ
が
、
こ
の
数
年
で
Ａ
Ｐ
Ｉ

の
利
便
性
が
飛
躍
的
に
高
ま
っ
た
。

W
ebSocket

の
導
入
で
あ
る
。

W
ebSocket

と
は
、
ウ
ェ
ブ
上

で
ユ
ー
ザ
ー
と
ホ
ス
ト
サ
ー
バ
ー
と

の
双
方
向
通
信
を
可
能
に
す
る
し
く

み
で
あ
る
（
そ
れ
ま
で
の
通
信
方
法

をREST A
PI

と
し
て
区
別
し
て
い

る
）。
接
続
が
確
立
さ
れ
れ
ば
、「
価

格
が
変
わ
っ
た
」、「
板
の
状
態
が
変

化
し
た
」
と
い
っ
た
“
イ
ベ
ン
ト
情
報
”

が
発
生
す
る
と
、
取
引
所
サ
ー
バ
ー

か
ら
自
動
的
に
ユ
ー
ザ
ー
側
に
イ
ベ

ン
ト
情
報
を
プ
ッ
シ
ュ
し
て
（
送
っ
て
）

く
れ
る
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、

ホ
ス
ト
サ
ー
バ
ー
の
負
荷
を
減
ら
す
こ

と
が
可
能
に
な
っ
た
う
え
、
ユ
ー
ザ
ー

サ
イ
ド
か
ら
は
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
の
情

報
取
得
が
可
能
に
な
っ
た
。
い
ち
い
ち

Ａ
Ｐ
Ｉ
を
叩
か
な
く
と
も
（
エ
ン
ド
ポ

イ
ン
ト
に
ア
ク
セ
ス
し
な
く
と
も
）、

情
報
が
自
動
的
に
取
り
込
ま
れ
る
と

い
う
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
の
負
荷
軽
減

に
加
え
、
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
の
手
間

が
省
け
る
と
い
う
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
、

相
当
快
適
な
環
境
と
な
っ
た
。
現
在

で
は
国
内
の
ほ
ぼ
す
べ
て
の
暗
号
通

貨
取
引
所
で
はW

ebSocket  A
PI

を
提
供
し
て
い
る
。
と
は
い
う
も
の

の
、
発
注
機
能
に
つ
い
て
は
、
今
の

と
こ
ろW

ebSocket　

A
PI

で
は

提
供
さ
れ
て
い
な
い
。
提
供
さ
れ
て
い

る
の
は
、
あ
く
ま
で
も
ユ
ー
ザ
ー
側
に

と
っ
て
は
受
け
身
的
な
サ
ー
ビ
ス
の
み

で
あ
る
。

Ａ
Ｐ
Ｉ

投
資
の
ハ
ナ
シ

裏　
表

　

 

三
田　

哉

改
正
収
益
認
識
基
準
等
の
公
表
に
伴

う
会
計
規
案
、公
表
─
法
務
省

法　
　
務

去
る
６
月
４
日
、
法
務
省
は
、「
会

社
計
算
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
案
」
を
公
表
し
た
。

Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
か
ら
公
表
さ
れ
た
改
正

企
業
会
計
基
準
29
号
「
収
益
認
識
に

関
す
る
会
計
基
準
」
お
よ
び
企
業
会

計
基
準
31
号
「
会
計
上
の
見
積
り
の

開
示
に
関
す
る
会
計
基
準
」
等
を
受

け
て
、
会
社
計
算
規
則
の
改
正
を
行

う
も
の
。
主
な
改
正
点
は
次
の
と
お

り
。改

正
収
益
認
識
基
準
関
連

収
益
認
識
に
関
す
る
注
記
と
し

て
、
重
要
性
の
乏
し
い
も
の
を
除
く

次
の
事
項
を
注
記
す
る
。

一
　
当
該
事
業
年
度
に
認
識
し
た
収

益
を
、
収
益
及
び
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・

フ
ロ
ー
の
性
質
、
金
額
、
時
期
及

び
不
確
実
性
に
影
響
を
及
ぼ
す
主

要
な
要
因
に
基
づ
い
て
区
分
を
し

た
場
合
に
お
け
る
当
該
区
分
ご
と

の
収
益
の
額
そ
の
他
の
事
項

二
　
収
益
を
理
解
す
る
た
め
の
基
礎

と
な
る
情
報

三
　
当
該
事
業
年
度
及
び
翌
事
業
年

度
以
降
の
収
益
の
金
額
を
理
解
す

る
た
め
の
情
報

重
要
な
会
計
方
針
に
係
る
事
項
に

関
す
る
注
記
の
内
容
と
す
べ
き
事
項

と
し
て
、
会
社
が
顧
客
と
の
契
約
に

基
づ
く
義
務
の
履
行
の
状
況
に
応
じ

て
当
該
契
約
か
ら
生
ず
る
収
益
を
認

識
す
る
と
き
は
、
収
益
・
費
用
の
計

上
基
準
に
は
、
次
の
事
項
を
含
む
。

一
　
当
該
会
社
の
主
要
な
事
業
に
お

け
る
顧
客
と
の
契
約
に
基
づ
く
主

な
義
務
の
内
容

二
　
前
号
に
規
定
す
る
義
務
に
係
る

収
益
を
認
識
す
る
通
常
の
時
点

三
　
前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、

当
該
会
社
が
重
要
な
会
計
方
針
に

含
ま
れ
る
と
判
断
し
た
も
の

見
積
り
開
示
基
準
関
連

注
記
表
に
区
分
し
て
表
示
す
べ
き

項
目
と
し
て
、
会
計
上
の
見
積
り
に

関
す
る
注
記
を
追
加
す
る
。

会
計
上
の
見
積
り
に
関
す
る
注
記

に
、
そ
の
注
記
の
内
容
と
す
べ
き
事

項
を
定
め
る
規
定
を
追
加
す
る
。

適
用
関
係

公
布
の
日
か
ら
施
行
さ
れ
る
予

定
。
コ
メ
ン
ト
期
限
は
７
月
３
日
。
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貴社の景況判断BSI（「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）●貴社の景況
令和２年４～６月期の「貴社の景況判断」ＢＳＩを全産業でみると、大企業は
▲47.6%ポイントとなり、令和元年１０～１２月期以降3期連続の「下降」超と
なっています。中堅企業、中小企業はいずれも「下降」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業は令和2年１０～１２月期に「上昇」超に転じる
見通し、中堅企業、中小企業はいずれも「下降」超で推移する見通しとなってい
ます。
●国内の景況
令和２年４～６月期の「国内の景況判断」ＢＳＩを全産業でみると、大企業は
▲71.2%ポイントとなり、平成31年１～３月期以降6期連続の「下降」超、中堅
企業、中小企業はいずれも「下降」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「下降」超で推
移する見通しとなっています。
令和２年６月末時点の「従業員数判断」ＢＳＩを全産業でみると、大企業は3.8%
ポイントとなり、平成23年９月末以降36期連続の「不足気味」超となり、中堅
企業、中小企業いずれも「不足気味」超となっています。
先行きを全産業でみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「不足気味」超
で推移する見通しとなっています。
令和２年度は、5.2％の減収見込みとなっています。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに減収見込みとなっています。
令和２年度は、23.5％の減益見込みとなっています。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに減益見込みとなっています。
令和２年度は、4.4％の減少見込みとなっています。
業種別にみると、製造業、非製造業ともに減少見込みとなっています。

令和２年４-６月期調査

対象企業数
回答企業数
回　収　率

法人企業景気予測調査
（内閣府・財務省）

法人企業景気予測調査は、わが国の経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより、経済の現状
および今後の見通しに関する基礎資料を得ることを目的として四半期ごとに調査しています。なお、資本金、
出資金または基金（以下、「資本金」といいます）1千万円以上の法人（ただし、電気・ガス・水道業および金融業、
保険業は資本金1億円以上）を対象としています。以下は、令和２年４-６月期調査結果の概要です。

（注）本調査において大企業とは資本金10億円以上の企業を、中堅企業とは資本金1億円以上10億円未満
の企業を、中小企業とは資本金1千万円以上1億円未満の企業をいいます。

景　　況

大
企
業
中
堅
企
業
中
小
企
業

全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業

令和2年10～12月
見通し

令和2年1～3月
前回調査

国内の景況判断BSI（「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）

大
企
業
中
堅
企
業
中
小
企
業

全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業
全産業 
　製造業
　非製造業

令和2年4～6月
現状判断

令和2年10～12月
見通し

令和2年1～3月
前回調査

令和2年4～6月
現状判断

令和2年7～9月
見通し

令和2年7～9月
見通し

2.3 
6.6 
0.2 
▲2.3 
1.9 
▲3.5 
▲12.2 
▲14.2 
▲11.8 

▲2.9 
0.3 
▲4.5 
▲11.8 
▲4.3 
▲13.9 
▲24.3 
▲17.0 
▲25.7 

▲47.6 
▲52.3 
▲45.3 
▲54.1 
▲57.5 
▲53.1 
▲61.1 
▲66.5 
▲60.0 

▲71.2 
▲70.3 
▲71.7 
▲79.7 
▲79.1 
▲79.8 
▲78.6 
▲80.0 
▲78.4 

▲10.1 
▲17.2 
▲6.6 
▲13.1 
▲22.1 
▲10.5 
▲25.3 
▲32.9 
▲23.8 

▲20.9 
▲22.4 
▲20.2 
▲25.5 
▲33.4 
▲23.2 
▲38.2 
▲44.7 
▲36.9 

▲6.6 
▲7.9 
▲6.0 
▲17.3 
▲19.5 
▲16.7 
▲27.2 
▲34.7 
▲25.8 

▲18.6 
▲15.7 
▲20.1 
▲40.2 
▲37.2 
▲41.0 
▲51.0 
▲50.4 
▲51.1 

14,522社
10,211社
　70.3％

設備投資

雇　　用

売 上  高

経常利益

証　
　
券

世
界
同
時
株
価
調
整
に
入
る
も
、３
月

よ
り
は
軽
度

金　
　
融

米
Ｆ
Ｒ
Ｂ
の
イ
ー
ル
ド
カ
ー
ブ・コ
ン

ト
ロ
ー
ル
が
波
乱
要
因
に

米
連
邦
準
備
制
度
理
事
会
（
Ｆ
Ｒ

Ｂ
）の
パ
ウ
エ
ル
議
長
は
６
月
10
日
、

２
日
間
に
わ
た
っ
て
開
催
さ
れ
た
連

邦
公
開
市
場
委
員
会
（
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
）

の
終
了
後
に
記
者
会
見
を
行
い
、
今

後
の
金
融
政
策
に
つ
い
て
見
通
し
を

示
し
た
。
政
策
変
更
は
な
か
っ
た
も

の
の
、
２
０
２
２
年
末
ま
で
の
ゼ
ロ

金
利
政
策
維
持
や
新
た
な
手
法
を
示

唆
す
る
発
言
も
あ
り
、
市
場
の
波
乱

要
因
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

政
策
を
考
え
る
う
え
で
大
前
提
と

な
る
経
済
の
状
況
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
も
あ
る
。

感
染
拡
大
と
そ
の
封
じ
込
め
策
が
経

済
の
落
込
み
に
大
き
く
影
響
し
、
雇

用
情
勢
の
急
速
な
悪
化
と
消
費
や
生

産
の
統
計
数
字
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
記
録
的

な
落
込
み
を
招
い
た
。

前
週
に
発
表
さ
れ
た
５
月
の
雇
用

統
計
で
は
失
業
率
が
13
・
３
％
で
、

戦
後
最
悪
を
記
録
し
た
４
月
の
14
・

７
％
か
ら
改
善
し
た
。
非
農
業
部
門

の
雇
用
者
数
も
前
月
比
２
５
０
万
人

増
加
で
、
４
月
の
過
去
最
大
の
２
、

０
７
０
万
人
減
少
か
ら
一
転
、
増
加

に
転
じ
た
。

パ
ウ
エ
ル
議
長
は
、
こ
の
５
月
の

雇
用
統
計
の
数
字
は
実
態
よ
り
低

く
、
実
際
の
失
業
率
は
３
％
押
し
上

げ
ら
れ
る
と
述
べ
て
い
る
。

こ
の
理
由
の
１
つ
に
、
３
月
27
日

に
成
立
さ
せ
た
「
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

支
援
・
救
済
・
経
済
安
全
保
障
法
」

の
給
与
保
障
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
あ
る
。

従
業
員
５
０
０
人
以
下
の
企
業
に
対

し
、
政
府
が
従
業
員
の
給
与
や
家
賃

な
ど
諸
費
用
を
約
２
・
５
カ
月
分
肩

代
わ
り
し
、
従
業
員
の
雇
用
維
持
を

条
件
に
返
済
不
要
と
い
う
内
容
だ
。

パ
ウ
エ
ル
議
長
は
、
イ
ー
ル
ド

カ
ー
ブ
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
手
法
に

つ
い
て
も
言
及
し
て
い
る
。
こ
れ

は
、
経
済
活
動
再
開
の
動
き
か
ら
米

30
年
国
債
利
回
り
で
直
近
１
カ
月
間

に
１
・
２
％
か
ら
１
・
７
％
ま
で
急
上

昇
し
た
長
期
金
利
の
動
き
を
意
識
し

た
も
の
と
み
ら
れ
、
事
実
そ
の
後
は

急
速
に
低
下
に
転
じ
て
い
る
。

仮
に
こ
の
手
法
を
導
入
す
る
見
通

し
が
強
ま
り
、
イ
ー
ル
ド
カ
ー
ブ
の

フ
ラ
ッ
ト
化
を
急
速
に
加
速
さ
せ
る

よ
う
で
あ
れ
ば
、
金
融
機
関
の
収
益

悪
化
問
題
が
浮
上
す
る
た
め
、
株
式

市
場
に
は
マ
イ
ナ
ス
材
料
に
な
る
と

み
ら
れ
て
い
る
。

株
価
は
ア
メ
リ
カ
市
場
次
第
と
予

想
さ
れ
て
き
た
が
、
６
月
11
日
、
世

界
各
国
の
株
価
が
い
っ
せ
い
に
下

落
、
３
月
20
日
前
後
以
来
の
下
げ
の

記
録
と
な
っ
た
。
今
回
の
同
時
株
安

は
日
本
、
ア
ジ
ア
が
先
行
し
、
時
差

に
従
っ
て
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
、
ア
メ
リ
カ

と
下
げ
幅
が
拡
大
し
て
い
っ
た
。

米
株
価
の
下
落
の
背
景
と
し
て

は
、
直
接
的
に
は
10
日
の
パ
ウ
エ
ル

Ｆ
Ｒ
Ｂ
議
長
の
発
言
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
第
２
波
な

ど
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
パ
ウ
エ
ル

議
長
は
会
見
の
な
か
で
、
金
融
緩
和

の
長
期
化
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
影
響
に
よ
る
経
済
停
滞

長
期
化
懸
念
な
ど
に
言
及
し
た
が
、

マ
ー
ケ
ッ
ト
は
後
者
に
強
く
反
応
し

た
と
み
ら
れ
る
。

今
回
の
米
株
価
下
落
は
、
５
月
半

ば
頃
か
ら
弾
み
が
つ
い
て
き
た
株
価

上
昇
に
つ
い
て
、
過
熱
や
行
き
過
ぎ

が
指
摘
さ
れ
つ
つ
あ
っ
た
な
か
で
起

き
た
。
こ
の
た
め
、
今
回
の
調
整
は

や
む
を
得
な
い
と
の
受
け
止
め
方
も

広
が
る
。
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経理用語の豆知識

この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2020年
６月３日

ASU「顧客との契約から
の収益（トピック606）と
リース（トピック842）―
特定の企業の適用日」

FASB

顧客との契約からの収益、リースに関する基準書の適用日について、新
型コロナウイルスの影響を考慮して現在の適用日をさらに１年延期
することを認めるもの。トピック606に関しては私企業に適用され、ト
ピック842に関しては財務諸表を公表していない公開非営利企業と私
企業に適用される。
https://www.fasb.org/cs/Satellite?c=FASBContent_C&cid=117617
4697303&pagename=FASB%2FFASBContent_C%2FNewsPag

―

2020年
６月８日

監査上の主要な検討事項
（KAM)に関するQ＆A集・
統合版（会計委員会）

日本監査
役協会

2019年６月11日公表の「前編」と同年12月４日公表の「後編」の内容を
統合したもの。今回の統合版では、内容の統合に加え、公表以後の各所の
議論の内容を踏まえた修正、ならびに設問の追加等の再検討が行われて
いる。
www.kansa.or.jp/support/el001_200608_1.pdf

―

2020年
６月12日

「連結財務諸表の用語、様
式及び作成方法に関する
規則に規定する金融庁長
官が定める企業会計の基
準を指定する件」の一部改
正

金融庁
ASBJが令和２年３月31日までに公表した会計方針等開示基準、改正収
益認識基準、見積り開示基準について、一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準とするもの。公布の日から適用される。
https://www.fsa.go.jp/news/r1/sonota/20200612_kaikei.html

―

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

被
害
は
世
界
全
体
に
及
ぶ
も
の
の
、

国
・
地
域
に
よ
る
事
情
の
相
違
が
大

き
い
。
ア
メ
リ
カ
は
現
在
、
感
染
者

数
・
死
亡
者
数
と
も
世
界
一
だ
が
、

先
行
し
た
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
州
は
沈
静

化
し
て
き
た
一
方
で
、
他
の
有
力
州

で
感
染
拡
大
が
目
立
つ
。
ト
ラ
ン
プ

大
統
領
は
感
染
拡
大
の
懸
念
を
指
摘

さ
れ
な
が
ら
も
経
済
活
動
の
再
開
を

急
い
で
き
た
が
、
今
後
の
感
染
状
況

に
よ
っ
て
は
、
経
済
活
動
の
規
制
強

化
へ
の
逆
戻
り
も
懸
念
さ
れ
る
。

６
月
11
日
、
Ｎ
Ｙ
ダ
ウ
は
直
近
高

値
比
で
10
％
近
く
下
落
し
た
が
、
他

の
主
要
国
の
株
価
は
同
４
～
６
％
程

度
の
下
落
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
中

国
・
上
海
株
価
は
同
１
％
強
の
下
落

に
過
ぎ
な
い
。
米
株
価
は
過
熱
感
が

強
か
っ
た
分
だ
け
下
落
幅
も
大
き

か
っ
た
と
み
ら
れ
る
。
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
関
す
る
被
害
の

評
価
の
国
別
の
相
違
が
下
落
幅
に
反

映
さ
れ
て
い
る
と
の
見
方
も
あ
る
。

今
回
の
世
界
同
時
株
安
・
調
整
は
、

３
月
20
日
前
後
ほ
ど
の
規
模
に
は
な

ら
ず
、
し
ば
ら
く
は
大
幅
で
な
い
乱

高
下
を
続
け
な
が
ら
下
値
固
め
を
し

て
い
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。
年
単

位
の
株
価
リ
ズ
ム
か
ら
み
る
と
、
３

月
の
一
番
底
に
次
ぐ
二
番
底
と
い
う

こ
と
に
な
る
と
み
ら
れ
て
い
る
。

経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」は有価
証券報告書の「事業の状況」のなかで記載されている。
平成31年１月に改正された開示府令では、会計年

度末における提出会社の経営環境（企業構造、事業を
行う市場の状況、競合他社との競争優位性、主要製品・
サービスの内容、顧客基盤、販売網等）についての経営
者の認識の説明を含め、記載した事業の内容と関連づ
けて記載することとされている。また、提出会社が優先
的に対処すべき事業上および財務上の課題について、
その内容、対処方針等を経営方針・経営戦略等と関連
づけて記載することとされている。
また、経営者が経営成績等の状況の重要な影響を与

える可能性があると認識している主要なリスクについ
て、顕在化する可能性の程度、リスクへの対応策等を
記載するとされている。

四半期財務諸表における簡便的な処理

四半期財務諸表は、年度の財務諸表よりも開示の迅
速性が求められている。原則として年度の連結財務諸表
作成にあたって採用する会計方針に準拠しなければな
らないが、財務諸表利用者の判断を誤らせない限り、簡
便的な会計処理によることができるとされている。
具体的には、棚卸資産の実地棚卸の省略、減価償却方
法に定率法を採用している場合の減価償却費の期間按
分計算、退職給付費用の期間按分計算、連結会社間の
債権債務の相殺における差異調整の省略と未実現損益
の消去における見積計算の他に、一般債権の貸倒見積
高の算定方法、棚卸資産の収益性の低下による簿価切
下げの方法、原価差異の配賦方法、固定資産の減価償却
費の算定方法、経過勘定項目の処理方法、税金費用の算
定方法等が簡便的な会計処理として考えられる。
また、四半期特有の会計処理として、原価差異の繰延
処理および税金費用の計算が挙げられている。


